
事業番号 - - -

（ ）

-

達成度 ％ - - -

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標 代替指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

個別事案について特定商
取引法及び預託法に基づ
き措置を講ずるもので、目
標値の設定は困難。

国による特定商取引法等
に基づく行政処分（令和３
年度分）の対象事業者の過
去の売上高や契約金額の
推定累計額を基に算出した
消費者被害の推計額

実績 億円 4,200 2,024 53,307 -

目標値 - - -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

定量的な目標が設定できない理由 定性的な成果目標と令和元年～令和3年度の達成状況・実績

本事業の目標は、事業者が特定商取引法及び預託法を遵守す
ること等により、公正な取引の確保及び消費者被害の防止が図
られることであるが、公正な取引の確保及び消費者被害の防止
の程度を定量的に示す指標を設定することは困難である。

このため、特定商取引法及び預託法の対象となる取引について、法令に基
づいて適正な調査を行い、行政処分等必要な措置を講ずることを定性的な
目標とする。令和３年度は適正な調査を行った上で、必要な行政処分等を
行っており、目標は達成されている。

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

29

当初見込み 件 - - - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

-

国による特定商取引法及
び預託法に基づく行政処分
件数のうち売上高10億円
以上の事業者等に対する
もの

活動実績 件 44 11

単位 令和元年度

8

その他 10 4

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 158 181

活動内容
（アクティビ

ティ）

特定商取引法等の所管法令に基づき、地方経済産業局と一丸となって、違反事業者に対する行政処分(業務停止命令・指示、その取締役らに
対する業務禁止命令)等の法執行を厳正かつ適切に行う。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

主な増減理由

非常勤職員手当 104 104 特定商取引に関する法律等に規定されている、販売業者等が契約締
結時等に交付すべき書面の交付について、紙での交付を原則としつ
つ、消費者の承諾を得た場合に限り、例外的に契約書面等に代えて
その記載事項を電磁的方法により提供することができることとなること
から、悪質な事業者を取り締まり、消費者保護を十分に確保するため
に、特定商取引法等の厳正な執行を行う費用として、新規に調査費を
要求。

消費者政策調査費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

68% 54% 78%

執行率（％） 68% 64% 66%

30 65

職員旅費 14

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

特定商取引法等の所管法令に基づき、地方経済産業局と一丸となって、違反事業者に対する行政処分(業務停止命令・指示、その取締役らに対する業務禁
止命令)等の法執行を厳正かつ適切に行う。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 102 96 114

計 149 150 174 158 181

予備費等 - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

消費者基本計画（令和３年６月15日改訂）
消費者基本計画工程表（令和３年６月15日改訂）　施策番号
Ⅰ（２）①

翌年度へ繰越し - ▲ 27 -

27 -

令和5年度要求

当初予算 149 150 147 158 181

補正予算 -

- - 27 -

事業名 消費者取引の対策 担当部局庁 消費者庁 作成責任者

事業開始年度 平成21年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 消費 21 0020

令和4年度行政事業レビューシート 消費者庁

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

特定商取引法及び預託法の関連法令を適切に執行し、訪問販売、連鎖販売取引等の規制対象取引に係る法違反行為に厳正かつ適切に対処することによ
り、取引の公正の確保及び消費者被害の防止を図る。

取引対策課 課長　奥山　剛

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

特定商取引に関する法律（特定商取引法）
特定商品等の預託等取引契約に関する法律（預託法）

関係する
計画、通知等



‐ -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

本事業の費用・使途は、効率性やコスト縮減の観点から、特
定商取引法の関連法令の適切な執行並びに取引の公正の
確保及び消費者被害の防止を達成するために必要なものに
限定されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

令和３年度については、一般競争入札の実施によって予定
よりも廉価で落札が行われた契約があり不用が発生した。ま
た、法執行に関する予算については、各事案によって必要と
なる調査及びそれに伴う経費額が変動するところ、結果的に
不用率が高くなったものと考えられる。これらの事情は、不
用率が大きくなった理由としては妥当である。

‐ -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
原則として一般競争入札による調達とすることで競争性を確
保するとともに経費の効率化に努めていることから、単位当
たりコストは妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の

関
係

政
策
評
価

政策 消費者政策の推進

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
一般競争入札を行うことで競争性を確保している。また、随
意契約（少額）については原則として複数社から見積りを徴
収することで選定しているため支出先の選定は妥当である。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

本事業は消費者基本計画に掲げられている重点施策となっ
ており、特定商取引法や預託法の執行により、取引の公正
を確保し、消費者被害の防止を図ることを目的としており、国
民や社会のニーズを反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

法律に基づく不利益処分業務であり、国が実施すべきであ
る。なお、都道府県の区域内の事案に係る特定商取引法の
執行については、同法に基づき都道府県が自治事務として
も実施しているが、都道府県をまたぐ広域的な場合について
は、国が直接実施する必要がある。また、調査等の一部の
業務については、民間等の知見を持った者を活用している。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

法律に基づく不利益処分業務であり、国が実施すべきであ
る。また、都道府県の区域内の事案に係る特定商取引法の
執行については、同法に基づき都道府県が自治事務として
も実施しているが、都道府県をまたぐ広域的な場合について
は、国が直接実施する必要がある。なお、本事業は消費者
基本計画に掲げられている重点施策となっており、政策体系
の中で優先度の高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.caa.go.jp/policies/evaluation/

該当箇所
○令和３年度政策評価事前分析表　：　P13、14

○令和３年度政策評価書　： P23、24

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

4年度
活動見込

単位 令和元年度

令和3年度 4年度活動見込算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　百万円/
件 81/89 78/89

41

5年度
活動見込

-
国による特定商取引法及
び預託法に基づく行政処分
件数

活動実績 件 89 89

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）
当初見込み 件 - - - -

令和2年度 令和3年度

特定商取引法等の執行に係る経費／行政処分件数

単位当たり
コスト 百万円 0.9 0.9 1.8

計算式

単位当たり
コスト

73/41

活動目標 活動指標

(8)消費者取引対策の推進

-



-

2021 消費 20

消費者庁 0021

令和3年度

令和2年度 消費者庁 0024

0023

平成30年度 0020

令和元年度

平成28年度 0019

平成29年度 0019

平成26年度 0015

平成27年度 0018

0013

平成25年度 0015

現
状
通
り

執行率の改善に向けた方策について検討を行うとともに、効果的、効率的な予算執行に努める。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 23-0039 23-0040 23-0041

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
取引の公正及び消費者利益の保護を図るため、法令に基づ
き適正な調査を行った上で、行政処分等の必要な措置を講
じており、成果目標に見合った成果実績を上げている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
本事業の実施に当たり、様々な方法を比較検討し、同等の
成果が見込めるような場合についてはより安価で行える方
法を選択している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ -

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

民間に委託した事業について、納入成果物も含め、特定商
取引法の執行等に有効に活用されている。

事業名事業番号

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

引き続き、特定商取引法や預託法等の所管法令を適切に執行を図ること。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

令和３年度は、高齢化の進展や悪質事業者の手口の巧妙化・複雑化等に効果的、効率的に対応すべく、全国的な広がりがあり、甚大な消費
者被害のおそれのある重大事案に重点的に取り組み、法と証拠に基づいて厳正かつ適切に対処した。具体的には、令和３年度において、特
定商取引法及び預託法に基づき、国として41件の行政処分を行い、このうち売上高10億円以上の事業者等に対する行政処分は29件であり、
消費者被害を防止することができた。

改善の
方向性

引き続き、特定商取引法や預託法等の所管法令を厳正かつ適切に執行し、悪質事業者による消費者被害の防止を図る。

平成24年度



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

消費者庁

１１４百万円

A. 職員等

７７百万円

【直接実施等】

特定商取引法等の執行に必要な人件費

B. 株式会社ジャパン・コンピュータ・テクノロジー

１．５百万円

【一般競争契約（最低価格）】

特定商取引法ガイドサイトの保守管理に必要な経費

C. 株式会社アーキコアテクノ

１．２百万円

【一般競争契約（最低価格）】

特定商取引法執行ネットの保守管理に必要な経費

D. 有限会社ビジョンブリッジ

４．２百万円

特定商取引法等の契約書面等の電子化に関する検討会に必要な経費

E. クオリティネット株式会社

５．３百万円

デジタルフォレンジック調査ツールキット等に必要な経費

【随意契約（その他）等】

【一般競争契約（最低価格）】

F. AOSデータ株式会社

５．０百万円

【一般競争契約（最低価格）】

G. 株式会社HBA

４．９百万円

【一般競争契約（最低価格）】

ポータブルモバイルフォレンジック機器等に必要な経費

携帯端末証拠保全ソフトウェア等に必要な経費

H. 株式会社日本ビジネス開発

１．０百万円

【一般競争契約（最低価格）】

特商法・預託法等の執行に必要な機器等経費



L.株式会社KSKテクノサポート

【随意契約（少額）】

二次被害防止に関する経費

M.株式会社ライズビデオエイティ

【随意契約（少額）】

説明会の配信・録画に関する経費

J.第一リース株式会社

チラシの印刷・配布に関する経費

I.個人等

【直接実施等】

事務補助職員給与等

【随意契約（少額）】

特商法・預託法等の執行に必要な機器等経費

K.株式会社ビックカメラ

【随意契約（少額）】

特商法・預託法等の執行に必要な機器等経費

N.株式会社アイカ

【随意契約（少額）】



☑

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社アーキコア
テクノ

7010701026303
特定商取引法執行ネットの
保守管理

1.2
一般競争契約
（最低価格）

2

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社ジャパン・コ
ンピュータ・テクノロ
ジー

1010401092989
特定商取引法ガイドサイト
の保守管理

1.5
一般競争契約
（最低価格）

2 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

- -

- - -

3 職員等 - 法執行専門職員の旅費 3 その他 -

2 職員等 - 職員の旅費 5 その他

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 職員等 -
特定商取引法等の執行を
行うための法執行専門職
員の給与

69 その他 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

計 4.9 計 1

備品費
携帯端末証拠保全ソフトウェア等に必要な
経費

1 - - -

消耗品費等
携帯端末証拠保全ソフトウェア等に必要な
経費

3.9 備品費 ノート型PCの購入 1

G.株式会社HBA H.株式会社日本ビジネス開発

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5.3 計 5

備品費
ポータブルモバイルフォレンジック機器等に
必要な経費

0.5 備品費
ポータブルモバイルフォレンジック機器等に
必要な経費

0.8

消耗品費等
ポータブルモバイルフォレンジック機器等に
必要な経費

4.8 消耗品費等
ポータブルモバイルフォレンジック機器等に
必要な経費

4.2

E.クオリティネット株式会社 F. AOSデータ株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.2 計 4.2

人件費等 ウェブサイトの保守管理 1.2 人件費等
特定商取引法等の契約書面等の電子化に
関する検討会に必要な経費

4.2

C.株式会社アーキコアテクノ D.有限会社ビジョンブリッジ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 77 計 1.5

- -

職員旅費
特定商取引法等の執行を行うための職員の
旅費

5 - - -

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

給与
特定商取引法等の執行を行うための法執行
専門職員の給与

69 人件費等 ウェブサイトの保守管理 1.5

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.職員等 B.株式会社ジャパン・コンピュータ・テクノロジー

費　目 使　途

委員等旅費
特定商取引法等の執行を行うための法執行
専門職員の旅費

3 -



D

E

F

G

H

☑

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

6 - -1
株式会社日本ビジネ
ス開発

8120001036965 ノート型PCの購入 1
一般競争契約
（最低価格）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社HBA 8430001022439
携帯端末証拠保全ソフト
ウェア等に必要な経費

4.9
一般競争契約
（最低価格）

3

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
 AOSデータ株式会
社

8010401117533
ポータブルモバイルフォレ
ンジック機器等に必要な経
費

5
一般競争契約
（最低価格）

2 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

- - -2
クオリティネット株式
会社

7011101029722
ポータブルモバイルフォレ
ンジック機器等に必要な経
費

0.5
随意契約
（少額）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
クオリティネット株式
会社

7011101029722
ポータブルモバイルフォレ
ンジック機器等に必要な経
費

4.8
随意契約
（その他）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

2 - -1
有限会社ビジョンブ
リッジ

3011102030410
特定商取引法等の契約書
面等の電子化に関する検
討会に必要な経費

4.2
一般競争契約
（最低価格）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



郵便、交通費、消耗品費等 7.8 - - -

人件費等 事務補助職員給与 3.6 - -

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.個人等 J.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他

- - - - - -

-

- - - - - -

計 11.4 計 0



I

J

K

L

M

N

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

個人等 - 郵便、交通費、消耗品費等 7.8 その他 - - -

個人等 - 事務補助 3.6 その他 - - -2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

第一リース株式会社 7010401052806
特商法の執行に必要なPC
等の賃貸借

0.7
随意契約
（少額）

- - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社ビックカメラ 9013301010402
特商法・預託法等の執行に
必要な機器等経費

0.7
随意契約
（少額）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社KSKテクノ
サポート

8013401002465
二次被害防止対策業務の
ためのデータ入力作業

0.6
随意契約
（少額）

- - -

1
株式会社ライズ・ビ
デオ・エイテイ

5013301013243
説明会の配信・録画に関す
る経費

0.3
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

1 株式会社アイカ 5180001024546
チラシの印刷・配布に関す
る経費

0.2
随意契約
（少額）

- - -
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